
決裁・供覧
行政機関の保有する情報の公開に関する法律第９条第２項に基づく不開示
決定について 
（豊中市野田町1501番）

文書番号

近財統－１第589号
件
名

別紙１参照
伺
い

文

起案日 平成30年5月8日 受付日

財務省 近畿財務局 管財部 
統括国有財産管理官１

決裁処理期限日決
起 部署 裁 決裁日 平成30年5月10日

施行処理期限日
案 起案者 施行日 平成30年5月11日

【受信者】施連絡先
施行先

大分類 平成30年度行政文書開示請求分
類 中分類 開示決定等 施行者 【発信者】近畿財務局長名 行
称 名称(小分類) 決裁文書1

取扱上の注意
秘密区分 なし取
秘密期間終了日 格 機密性格付け 2

扱 付指定事由 取扱制限け区
行政文書保存期間 特定日以後5年保

分 存 保存期間満了時期
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文書日付：平成30年5月11日
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近畿財務局 総務部
岸山 敏浩（総務部長）【済】

近畿財務局 総務部
中尾 直樹（総務部次長）【済】

近畿財務局 総務部 総務課
小西 慶典（総務課長）【済】

近畿財務局 総務部 総務課
（課長補佐）【済】

近畿財務局 総務部 総務課
（文書係長）【後閲】

近畿財務局 総務部 総務課 情報管理係
（情報管理係長）【済】

近畿財務局 管財部
楠 敏志（管財部長）【済】

近畿財務局 管財部
小西 眞（次長）【済】

近畿財務局 管財部 管財総括第一課
山田 修司（管財総括第一課長）【済】

近畿財務局 管財部 管財総括第一課
（国有財産総括専門官）【済】

近畿財務局 管財部 管財総括第一課
（国有財産管理官）【済】

近畿財務局 管財部 統括国有財産管理官１
塩垣 勉（統括国有財産管理官）【済】

近畿財務局 管財部 統括国有財産管理官１
（国有財産管理官）【済】

近畿財務局 管財部 統括国有財産管理官１
（国有財産管理官）【同報】
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　平成３０年３月１３日付で受付した行政文書開示請求書については、別添「情報公開事務審査票
」のとおり行政文書が不存在であるため、別案により開示請求者に対して通知してよろしいか。

　（請求のあった行政文書の名称） 
森友関連
H27年10月、11月
　首相夫婦秘書官谷査恵子氏からの受電、FAX及びその対応の記録
H25年8月13日
　鴻池祥肇議員秘書からの受電記録、やり取りの記録、その対応を記したもの
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別紙様式第 6号                        

近財統－１第   号 

平成３０年  月  日 

 

 

行 政 文 書 不 開 示 決 定 通 知 書 

 

  様 

 

                   近 畿 財 務 局 長  美 並 義 人 

                                              

 

 

 平成３０年３月１３日付（平成３０年３月１３日受付）の行政文書の開示請求について、行政機

関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）第９条第２項の規定に基づき、

下記のとおり、開示しないことと決定しましたので通知します。 

 

記 

 

１    不開示決定した行政文書の名称 

 

   森友関連 

H27年 10月、11月 

    首相夫婦秘書官谷査恵子氏からの受電、FAX及びその対応の記録 

H25年 8月 13日 

    鴻池祥肇議員秘書からの受電記録、やり取りの記録、その対応を記したもの 

 

２    不開示とした理由 

 

   行政文書不存在のため（保存期間満了により廃棄済等の理由により、当該文書を保有してい

ないため） 

 

＊ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定により、この決定があった

ことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、財務大臣に対して審査請求をすることができます。 

（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日か

ら起算して１年を経過した場合には審査請求をすることができなくなります。）。また、この決定の取消しを

求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の規定により、この決定があっ

たことを知った日から６か月以内に、国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣となります。）、

東京地方裁判所又は大阪地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、決定があった

ことを知った日から６か月以内であっても、決定の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提

起することができなくなります。）。 

  

＊ 担当課等 

    （問い合わせ先） 近畿財務局 総務部 総務課 

             ＴＥＬ：０６－６９４９－６３９０ 

    （文書主管課）  近畿財務局 管財部 統括国有財産管理官（１） 

             ＴＥＬ：０６－６９４９－６３８６ 



　様式第３号　　　  　　　　　　情報公開事務審査票

〒

電　　話

備　　考

受  理  年  月  日

・管財部　統括国有財産管理官（１）

・担当者　 　内線　

開示請求書の補正を要した場合
の日数等

送 付 日

決 定 期 間 延 長 通 知 書 の

送       付       日       等

送 付 日

延長理由

延長期限 　平成　年　月　日（延長期間　日）

第三者情報の調査手続 照 会 先

(意見書提出に係る適用条項 内    容

 法第１３条第１項    任意 照 会 日

 法第１３条第２項    必要 回 答 日

結果通知

事   案   の   移   送 移 送 先 移送年月日

開催日・ 平成　年　月　日
開示判定等審査委員会

結　　果

１　開示 〔理由〕

２　一部開示

開 示 可 否 の 決 定 等 ３　不開示

４　存否

５　不存在

決  定  書  等  の  送  付

実 施 日 平成　　年　　月　　日

開    示    の    実    施 手 数 料 閲覧　　件　　　円 写し　　　枚　　　円

郵 送 等

備               考

延長理由

有・無
送付に要する

費用

　補正に要した日数 　　0日（決定期限予定　4月12日）

延長期限

未・済（受領日 ・・   円切手・証票）

　文書特定及び審査等に時間を要するため

　本件の開示請求については、本省において決裁文書及び応接記
録の対応方針について検討していたことから、本省理財局の指示
のもと通常延長を行ったものである。
　今般、開示決定等期限を迎えるが、未だ本省において対応方針
が未確定のため、現状当局で保有する行政文書での対応とし、不
開示決定を行うものである。

保存期間満了により廃棄済等の理由により当該文
書を保有していないため

平成　年　月　日

概    要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　局名・所名・整理番号　近畿－大阪－局－29-153

期  限  延  長  の  特  例

請求に係る行政文書の件名

森友関連
H27年10月、11月
　首相夫婦秘書官谷査恵子氏からの受電、FAX及びその対応の記録
H25年8月13日
　鴻池祥肇議員秘書からの受電記録、やり取りの記録、その対応
を記したもの

平成30年3月13日

主   管   課   等 

本 省 地 方 課 へ の 照 会 平成　年　月　日

　平成30年5月14日（延長期間30日）

請求者等の住所（所在地）

及び氏名（名称）

住　　所

　平成30年4月12日

　平成　年　月　日

氏　　名






